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「いたばし子どもアンケート」の実施について 

 

はじめに 

 子どものメンタルヘルスの状況と、昨年度から続くコロナ禍の影響等について、令

和３年２月に国立成育医療研究センターが調査し、発表した「コロナ×こどもアンケ

ート」によると１５～３０％の子どもに中等度以上のうつ症状があったことが報告さ

れています。また、昨今注目されるようになったヤングケアラーは、ヤングケアラー

に関する調査研究報告書（三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング 2021）によると、中

学２年生で５.７%いることが報告されています。 

板橋区教育委員会では、子どものメンタルヘルスとヤングケアラーについての現状

把握をおこない、サポート体制の強化や構築を図るため、国立成育医療研究センター

の協力を得て、５年生～９年生を対象にアンケート調査の実施に至りました。 
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１ 背景 

（１）社会的背景 

① 子どものメンタルヘルス 

令和２年より続く新型コロナウイルス感染症の流行により、新しい生活様式が

必要となり、学校生活も大きく変化し、子どものメンタルヘルスについて調査が

行われた。 

令和３年２月の国立成育医療研究センターによる「コロナ×こどもアンケート

第４回調査 報告書」において、小学４～６年生の１５％、中学生の２４％、高校

生の３０％に中等度のうつ症状があったことが報告された。 

  

② ヤングケアラー 

ヤングケアラーに関する調査研究報告書（三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティン

グ 2021）によると、中高生の生活実態調査において、家族の世話をしているのは

中学２年生で５.７％あり、半数が小学生の時からケアを始めていることが明らか

になった。全国の要保護児童対策地域協議会への調査でもヤングケアラーと思わ

れる子どもの実態把握ができている自治体は約３１％、学校では半数前後の学校

でヤングケアラーと思われる子どもがいる認識があることが明らかになった。 

 

（２）板橋区立小中学校における現状 

 ① 学校数と人数 

ア 小学校５１校、特別支援学校１校、中学校２２校 

   イ 小学校で約２３,４００人、中学校で約９,１００人 合計３５,５００人 

 

② 精神保健に関する体制等 

ア スクールカウンセラーの配置（複数校を担当） 

 

イ 精神科に関する学校医として２名配置 

・小学校を担当する学校医１名（こどものこころ相談医） 

   ・中学校を担当する学校医１名（精神科医） 

 

ウ 相談事業 

・精神保健相談（個別相談）を年１～２回実施 

・中学校は事例検討会を年２回実施 

   ・必要に応じて、学校の養護教諭が直接相談することも可能 

 

（３）板橋区立小中学校における課題 

① 子どものメンタルヘルス 

コロナ禍における子どものメンタルヘルスは悪化しており、板橋区における実

態把握と共にサポート体制の強化について検討を行う必要がある。 

 

② ヤングケアラー 

在宅時間の増加は、家族の時間が密になりやすく、ヤングケアラーのメンタル

ヘルスに大きく影響する。板橋区内のヤングケアラーの実態は把握されていない

ため、本調査において、区立小中学校におけるヤングケアラーの状況を把握し、
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板橋区における支援体制の検討につなげる必要がある。 

 

③ 支援体制の構築 

教育委員会内で、スクールカウンセラーを担当する部署、教育相談を受ける部

署、精神保健相談を担当する部署など、担当が分かれており、学校全体の実態や

課題を集約する場がないため、課題を共有し支援体制を構築する必要がある。 

  

２ 調査について 

（１）目的 

① 板橋区立小中学校におけるこころの状態の実態把握を行う。 

② 児童生徒の早期の個別支援体制を検討する。 

③ 板橋区立小中学校における課題整理と、関係機関の連携による支援体制構築に

向けた検討を行う。 

 

（２）対象者（令和３年５月１０日現在） 

小学５年生～中学３年生（９年生） 総数 １６,８６９名 

① 小学校５１校 クラス数２３５ 

対象者数７,５０６名 

（５年生３,７９６名,６年生３,７１０名） 

② 中学校２２校 クラス数２６６ 

対象者数９,０９７名 

（７年生３,０５９名,８年生３,０８０名,９年生２,９５８名） 

③ 特別支援学級（固定級）（小学校１０１名、中学校１６５名） 

 

（３）調査方法 

    無記名式アンケート調査 

 

（４）倫理的配慮 

 ① 回答の方法 

質問用紙は無記名とし、学校ＩＤとクラスＩＤのみで管理する。回答前に答え

たくない場合は空欄にしてよいことを説明し、子どもが安心して回答できるよう

にする。 

② 個別対応の方法 

回答から、個別の対応が必要であると判断される児童生徒があった場合には、

国立成育医療研究センターより教育委員会へ学校ＩＤとクラスＩＤを連絡する。

教育委員会は精神科学校医および国立成育医療研究センター（児童精神の専門

家）と対応について協議したうえで、該当校へ連絡し、対応を検討する。 

※ 個別対応が必要とする児童生徒は、重度のうつ状態あるいは自傷願望また

は自傷行為が２点以上（「半分以上」または「ほぼ毎日」）の者とする。 

③ 相談案内 

自ら相談ができるように、全ての児童・生徒に対して相談先を案内（プリント
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配付等）する。 

 

（５）期待される成果 

① 調査項目から把握されること 

  ア うつ症状を有する子どもたちの数や重症度の実態把握 

   イ ヤングケアラーに該当するこどもたちの数やケア内容の実態把握 

   ウ 学校生活で困難を抱えているこどもたちの数、および①②との関連 

   エ 援助希求力の実態把握 

※ 板橋区立小中学校全体としての把握・分析を主とする（結果を公表予定） 

※ 各学校の状況については、個別に学校へフィードバックする 

 

② 潜在化していた子どもの状況把握 

ア 潜在化している子どもへのアプローチについての検討 

（援助希求能力を育てること、相談先などの情報提供方法、学校での着目の

視点など） 

イ 支援体制の確認・構築 

（学校で支援が必要な児童生徒を把握した際の対応フロー、相談事業・機関

への連携体制の確認など） 

※ 学校では教員が心配な児童生徒を把握することになるが、様々な課題を持

つ児童生徒の支援は負担も大きい。相談支援として、専門職（カウンセラー

等）や教育支援センター、子ども家庭支援センター、精神保健相談などの

様々な関係機関や相談事業があるが、これらと円滑に連携し協力体制とるた

めの整備をしていく必要がある。 

ウ 支援側の育成 

    （スクールカウンセラーや養護教諭を中心にスキルアップを図るための研修

等） 

 

③ ヤングケアラーの人数やメンタルヘルスの状況把握 

ア 学校における学習サポートのあり方の検討 

  イ 区内関係機関における支援体制の検討 

    （子ども自身の相談の場、生活支援、介護におけるサポート連携など） 

 

（６）スケジュール 

① 事前準備（～１１月） 

 ア 事前調整 

イ 板橋区教育委員会と国立成育医療研究センターとの協定書締結 

 ウ 実施に係るスキーム・質問票等の作成等 

 エ 学校への事前説明 

② 発送準備（１１月～１２月） 

 ア 教育委員会 

   学校ＩＤ，クラスＩＤ作成、保護者通知作成、学校への通知（依頼）作成等 

 イ 国立成育医療研究センター 

   学校への送付物の作成・準備（質問票、個別配付用封筒、クラス用封筒） 
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③ 学校への送付（１２月２日頃） 

 ア 教育委員会→各学校 

  ・学校通知（依頼）、作業手順、学校ＩＤとクラスＩＤ表 

  ・保護者通知の送付 

  ・相談先一覧（児童生徒配付用） 

 イ 国立成育医療研究センター 

  ・質問票、個別配付用封筒、クラス用封筒の発送（業者から直送） 

 

④ 学校の準備（１２月６日～） 

 ア クラスごとのマチ付き封筒に、指定された学校ＩＤとクラスＩＤを記入 

 イ クラスごとにセット（人数分の質問票と封筒）をする。 

 

⑤ アンケートの実施（１２月８日～１４日） 

 ア 各学校の状況に合わせて実施日を決め(朝または帰りの時間)、実施・回収す

る。 

 ※ 質問票と封筒を児童生徒に配付し、記入後に自分でその場で封をして提

出する。 

    （児童生徒が記入した内容を教員や学校が確認することはできない仕組） 

  

 イ 当日の欠席者（不登校を含む）には、学校から家庭に質問票・封筒を配付し

て実施・回収する。（可能な範囲で実施） 

     

    ウ 実施期間最終日に、クラスの封筒を封緘して、送付時の段ホールにすべて入

れて返送する。返送は、同封されている着払伝票を用いて、国立成育医療研究

センターへ送る。 

 

⑥ 実施期間経過後に回収した質問票について 

 ア 学校は個人封筒を封緘したままの状態で、教育委員会学務課学校運営保健係

まで交換便で送る。 

 イ 教育委員会は、１２月２２日までに学校から回収した質問票を、封緘したま

ま国立成育医療研究センターへ送付する。 

 

⑦ 集計結果から支援対象者への事後フォロー（１～２月） 

  ア 既存のアンケート（ふれあいアンケート）により相談希望者はサポートされ

る。 

イ 調査回答から支援が必要な児童生徒がいるクラスが判明した場合、国立成育

医療センターや精神科学校医と協議し、アの状況を確認したうえで、対応を決

定する。 

 

 ⑧ 結果のフィードバックと公表 

  ア タブレットやホームページによる結果の公表 

  イ 学校別に集計結果のフィードバックと講演会による説明等の実施 



 

6 

 

（７）調査後のフォロー体制 

集計まで時間を要し、個別の支援対象者の把握は２月が予定されているため、

この間に実施される既存のアンケートと併せて、対応を検討する。 

① 児童生徒へのフォロー 

調査実施（１２月８日～１４日） 

    ↓ 

既存の学校におけるアンケート（１月 ふれあいアンケート） 

（無記名式、相談希望者は出席番号を記入する） 

    ↓ 

国立成育医療研究センターから該当者の学校ＩＤとクラスＩＤ、該当項目につ

いて教育委員会へ情報提供（２月頃） 

※ 個別対応が必要とする児童生徒については、重度のうつ状態あるいは自傷願

望または自傷行為が２点以上（「半分以上」または「ほぼ毎日」）の児童生徒 

  ↓ 

教育委員会⇔国立成育医療研究センター（児童精神の専門家）および精神科学

校医と対応を協議 

教育委員会⇔学校と１月実施の既存のアンケートによる個別支援対象者の状況

と併せて確認 

   ↓                     ↓ 

学校での把握があった場合      学校での把握がなかった場合 

   ↓                     ↓ 

経過観察等を継続          協議結果により 

クラス単位でフォローアンケートを実施 

                  （アンケート用紙は教育委員会で用意） 

                      相談先一覧の再配付 

 

② 教職員（担任）へのフォロー 

   担任教員の把握状況や対応の実際を確認すると共に、把握や対応に関する悩み

や課題を確認し、教員が支援の必要な児童生徒を把握した際に負担が軽減できる

よう、学校における対応・体制を検討することを目的に、学校への結果フィード

バック後にアンケートを実施する。 

※ 総数５０１名（小学校５１校 ２３５名＋α、中学校２２校 ２６６名＋α） 

 

（８）集計結果 

   国立成育医療研究センターで集計・分析し教育委員会へ報告 

① タブレットやホームページで結果を公表 

② 学校には自校の集計結果をフィードバックする 

   教職員を対象とした「学校保健会 講演会」を実施 
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   国立成育医療研究センターによる結果説明を行う実施 

 

３ 取組みについて 

（１）教育委員会内での取組について 

教育委員会内の既存の専門職や相談機関、相談事業について相談体制や役割を

確認し、課題の整理と、本調査の結果により明らかになった課題の両面を踏まえ

て、相談フローを整理する。 

 ① 調査の準備と並行して、既存の相談事業や相談機関について情報収集および確

認を行う。 

 ② 本調査によって、個別フォローを行う際の相談フローを予め作成する。 

 ③ 本調査によって明らかになった課題に対し、既存の相談事業や相談機関の利用

の仕方について整理し、相談フローを見直す。 

④ 調査結果について共有し、各所管課における事業へ活用いただく。 

 

（２）関係機関との動き 

 ① 調査の準備と並行し、相談機関について情報収集し確認する。 

 ② 本調査によって明らかになった課題に対し、利用の仕方について整理・調整

し、フローを作成する。 

③ 調査結果について共有し、各所管課における事業へ活用する。 

 

４ その他 

（１）回収後の質問票の取扱い 

 ① 教育委員会で廃棄証明書を作成し、報告書の授受の確認後送付する。 

 ② 国立成育医療研究センターで回収した質問票を廃棄し、廃棄証明書を教育委員

会へ送付する。 



 

 

 

 

  

2021 

いたばし子どもアンケート 

調査報告書 

2022 年 3 月 国立成育医療研究センター 

（調査実施： 板橋区教育委員会） 
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第 I 章 調査の実施概要 

 

1. 調査目的 

本調査は板橋区立小・中学校に通学する児童・生徒の心の状態の実態把握を行い、学校での支援及

び課題整理や支援体制向上の基礎とすることを目的に、板橋教育委員会が実施した。 

 

2. 調査対象者 

① 小学生 

板橋区の全公立小学校（51 校）に在籍している、普通級の小学 5 年生 3,791 人・小学 6 年生

3,695 人、特別支援級の小学 5/6 年生 104 人、計 7,590 人を対象とした。 

② 中学生 

板橋区の公立中学校 22 校のうち、調査協力を得られた 21 校に在籍している、中学 1 年生

2,863 人・中学 2 年生 2,903 人・中学 3 年生 2,801 人、特別支援級の中学 1/2/3 年生 134 人、

計 8,701 人を対象とした。 

 

3. 調査内容 

以下の項目について尋ねた（報告書末尾＜資料＞）。答えたくない質問については答えなくてもよ

いことを、調査票の冒頭に明記した。 

 

・基本情報： 学年・性別 

・家庭の状況： 同居者、家のくらし（経済状況） 

・ヤングケアラー： 日本ケアラー連盟による 10 項目を参考に作成した６項目について有無 

・学校生活における支障： 欠席や遅刻、居眠りや忘れものなどの頻度 

・クラスにおけるいじめの有無 

・抑うつ症状： PHQ-A 尺度（直近 7 日間の抑うつ症状 9 項目の頻度）、自傷行為の頻度 

・悩みや困りごと： 家族関係・友だち関係・勉強や成績に関する悩みや困りごとの頻度 

・悩みや困りごとを話したり相談したりできる人の数 

 

4. 調査実施方法 

学校を通してクラスごとに教室で児童・生徒へ調査票を配布し、その場で回収した。回答済の調査

票は、児童・生徒本人が封筒に入れて封をした状態で担任が回収し、学校で一括して提出した。調査

票配布日に欠席した児童・生徒には別途担任を通して調査票を配布し、教室実施に準じて本人が封を



 

2 

 

した状態で担任が回収し、学校で一括して提出した。匿名化した学校 ID・クラス ID により、各調査

票の学校・クラスを識別した。調査実施前に、学校を通して保護者へ、調査について書面で説明を行

った。調査実施後、リラックスワークや相談先リスト配布などをあわせて行った。 

 

5. 調査実施時期 

2021 年 12 月 

 

6. 回答数と回答率 

回収された調査票は、回答者、クラスおよび学校が特定できない状態で、国立成育医療研究センタ

ーが分析を行った。小学生 7,414 人（回答率 97.7%）、中学生 8,083 人（回答率 92.9%）、合計し

て 15,497 人（回答率 95.1%）から回答を得た。このうち、特別支援級在籍児童・生徒は 156 人

（回答率 65.5%）であった。 

 

表 I-1 回答数と回答率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 回答数 回答率% 

小学生   

普通級 小学 5 年生 3,712     97.9 

普通級 小学 6 年生 3,611     97.7 

特別支援級 91     87.5 

中学生   

普通級 中学 1 年生 2,705     94.5 

普通級 中学 2 年生 2,726     93.9 

普通級 中学 3 年生 2,587     92.4 

特別支援級 65     48.5 

合計 15,497     95.1 
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第 II 章 単純集計結果 

 

1. 基本情報 

(1) 性別 

回答者の性別（回答者自己申告）は、以下の通り。 

男女は概ね半数ずつであった。小学生の 3.9%、中学生の 4.5%が、「ひみつ」を選択した。 

 

 

 

 

(2) 同居家族 

同居家族（回答者自己申告、複数回答あり1）は、以下の通り。 

 

 

1 同居家族について、あてはまる番号すべてに〇をつける形式で尋ねた。母親/父親については、その人

の仕事の有無について回答があった場合は、同居者として番号に〇がつけられていなくても同居してい

るものとみなした。祖父母については、同居の場合にその人数を尋ねる形としたが、人数記載のあった

ものをふくめると全体の 36%が該当し、過去の調査研究の結果と大きく乖離するため、ここでは祖父

母の番号に〇がついていた回答のみを祖父母との同居とみなした（同居していない祖父母の人数を記入

しているケースが多く混ざっていると判断した）。きょうだい、その他の人については、祖父母と同様

に同居の場合にその人数を尋ねる形としていたが、こちらについては、人数の記載があった場合は同居

者として番号に〇がつけられていなくても同居しているものとみなして集計した。また、同居者に関す

る回答が全くなかった場合は、この問い全体に関して無回答とみなした。 

49.1%

45.8%

3.9% 1.2%

《小学生》

男 女 ひみつ 無回答

49.1%

45.1%

4.5% 1.3%

《中学生》

男 女 ひみつ 無回答
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(3) 家族構成 

回答者自己申告による同居家族に基づく家族構成2は、以下の通り。 

ひとり親家庭の割合は、小学生では 9.1%、中学生では 12.8%であった。 

 

 

 

 

2 ふたり親/ひとり親で、祖父母の同居がない場合を二世代、祖父母の同居がある場合を三世代と定義し

た。 

98.1%

91.0%

5.8%

80.0%

7.8%

0.5%

97.7%

87.9%

6.0%

83.4%

6.0%

0.4%

0 0.2 0.4 0.6 0.8 1

母親

父親

祖父母

きょうだい

その他の人

無回答

小学生 中学生

85.4%

4.6%

8.0%1.1%

0.4%

0.4%

《小学生》

ふたり親（二世代） ふたり親（三世代）

ひとり親（二世代） ひとり親（三世代）

その他 無回答

82.2%

4.2%

11.1%
1.7%

0.4%

0.4%

《中学生》

ふたり親（二世代） ふたり親（三世代）

ひとり親（二世代） ひとり親（三世代）

その他 無回答

20 40 60

0 

100%

0 

80

0 
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(4) 母親の就労状況 

母親が同居している家庭における母親の就労状況（回答者自己申告3）は、以下の通り。 

母親が就労している家庭の割合は、小学生では 77.7%、中学生では 81.4%であった。 

 

 

 

(5) 父親の就労状況 

父親が同居している家庭における父親の就労状況（回答者自己申告4）は、以下の通り。 

父親が就労している家庭の割合は、小学生では 97.5%、中学生では 98.0%であった。 

 

 

 

3 専業主ふや休業中の場合は「働いていない（就労なし）」として回答されている。 

4 同上。 

77.7%

21.4%

1.0%

《小学生》

就労あり 就労なし 無回答

81.4%

18.0%

0.6%

《中学生》

就労あり 就労なし 無回答

97.5%

1.6% 0.9%

《小学生》

就労あり 就労なし 無回答

98.0%

1.6% 0.4%

《中学生》

就労あり 就労なし 無回答
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(6) きょうだい数 

同居のきょうだい数（回答者自己申告5）は、以下の通り。 

ひとりっ子の割合は、小学生では 19.6%、中学生では 16.3%であった。 

 

 

 

(7) 主観的経済状況 

主観的経済状況（回答者自己申告）は、以下の通り。 

「かなり・すこし貧しい」家庭は、小学生では 3.7%、中学生では 6.2%であった。 

 

 

5 同居者としてきょうだいに〇をつけたもので、年上のきょうだい数、年下のきょうだい数いずれにも

記載のなかったものは、無回答に分類した。 

19.6%

51.1%

22.2%

6.4% 0.8%

《小学生》

なし 1人 2人 3人以上 無回答

16.3%

51.0%

24.6%

7.4%
0.6%

《中学生》

なし 1人 2人 3人以上 無回答

0.5%

3.3%

62.3%

21.3%

9.2%
3.5%

《小学生》

かなり貧しい すこし貧しい ふつう

すこし裕福 かなり裕福 無回答

0.6%

5.6%

68.2%

17.1%

6.5%
2.0%

《中学生》

かなり貧しい すこし貧しい ふつう

すこし裕福 かなり裕福 無回答
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2. 家族の世話（ヤングケアラー） 

家族の世話（ヤングケアラー）への該当について、下の形式で尋ねた。 

 

 

図 II-2-1 ヤングケアラーに関する質問 

 

  



 

8 

 

(1) 項目別の該当割合 

各項目の世話に該当すると回答した児童・生徒の割合は、以下の通り。 

該当する児童・生徒がもっとも多かったのは、「家族に代わり、幼いきょうだいの世話をしてい

る」で、小学生の 5.2%、中学生の 6.1%がこれに該当した。 

 

 

 

(2) 該当項目数 

該当した項目の数の内訳は、以下の通り。 

小学生では 8.7%、中学生では 10.3%が、いずれか 1 項目以上に該当すると回答した。 

 

2.0 

5.2 

0.9 

0.3 

0.6 

0.9 

2.5 

6.1 

0.9 

0.3 

0.6 

1.4 

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

家事（買い物・料理・そうじ・洗濯など）

幼いきょうだいの世話

障がいや病気のある家族の世話

家計を支えるための労働

アルコール・薬物・ギャンブル問題を抱える家族の対応

家族のための通訳（日本語・手話など）

小学生 中学生

% 

89.7%

9.1%

1.0%

0.1%

0.0%

《中学生》

0項目 1項目 2項目 3項目 4項目以上

91.3%

7.7%

0.7%

0.2%

0.0%

《小学生》

0項目 1項目 2項目 3項目 4項目以上



 

9 

 

3. ふだんの生活 

直近 1 か月間で、学校の欠席等の問題がどのくらいあてはまるかを尋ねた結果は以下の通り。 

7 項目のうち、「よく・たまにあった」に該当する児童・生徒がもっとも多かったのは「忘れものを

した」で、小学生の 67.1%、中学生の 58.3%が該当した。 

 

 《小学生》 

 

《中学生》 

 

3.0 

5.6 

3.0 

12.2 

17.9 

0.6 

4.8 

19.6 

18.6 

11.2 

29.5 

49.2 

2.3 

10.5 

74.1 

73.2 

82.5 

55.0 

30.8 

94.5 

81.1 

1.9 

1.4 

1.4 

2.1 

1.1 

1.0 

2.2 

1.3 

1.2 

1.9 

1.2 

1…

1.6 

1.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

学校の欠席

学校の遅刻・早退

授業中の居眠り

宿題や課題の未完了

忘れもの

保健室登校

友だちとの時間が少ない

よくあった たまにあった ほとんどなかった わからない・答えたくない 無回答

2.7 

3.5 

8.8 

9.9 

9.6 

0.2 

4.8 

15.0 

16.8 

27.4 

30.1 

48.6 

1.2 

10.2 

80.5 

78.3 

62.5 

58.6 

40.7 

97.3 

82.8 

1.0 

0.7 

0.7 

0.7 

0.5 

0.5 

1.5 

0.8 

0.7 

0.6 

0.7 

0…

0.8 

0.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

学校の欠席

学校の遅刻・早退

授業中の居眠り

宿題や課題の未完了

忘れもの

保健室登校

友だちとの時間が少ない

よくあった たまにあった ほとんどなかった わからない・答えたくない 無回答
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4. いじめ 

「今のクラスで、誰かがいじめられているのを見たり聞いたりした、あるいは自分がいじめにあって

いると感じたことがあるか」を尋ねた結果は、以下の通り。 

 

また、調査対象となったクラスの単位で、「誰かがいじめられているのを見たり聞いたりした、ある

いは自分がいじめにあっていると感じたことがあるか」という質問に対して「ある」と回答した児

童・生徒の割合は、以下の通り。 

「ある」と回答した児童・生徒が一人もいなかったクラスは、小学校では 9.5%、中学校では

32.4%であった。20%以下が「ある」と回答したクラスは、各々75.7%、65.6%であった。 

 

 

11.6%

80.9%

6.6%

0.9%

《小学生》

ある ない 答えたくない 無回答

5.0%

91.6%

2.8%

0.6%

《中学生》

ある ない 答えたくない 無回答

9.5%

75.7%

14.0%

0.8% 0.0%

《小学校のクラス》

0% ～20% ～40% ～60% ～100%

32.4%

65.6%

1.6%

0.4% 0.0%

《中学校のクラス》

0% ～20% ～40% ～60% ～100%
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5. 抑うつ症状・自傷行為 

日本語版 PHQ-A（Patient Health Questionnaire-9 modified for adolescents）尺度6を用いて、

抑うつ症状の重症度を評価した。回答者の抑うつ症状の重症度の結果は、以下の通り。 

小学生の 11.5%、中学生の 14.4%が、中等度以上のうつ症状を有していると評価された。また、 

重度のうつ症状と評価されたのは、小学生では全体の 1.4%にあたる 102 名、中学生では全体の

2.2%にあたる 181 名であった。 

 

 

 

PHQ-A の 9 項目（(1)～(9)）および自傷行為に関する項目（(10)）の回答結果は以下の通り。  

 

6 精神疾患の診断・統計マニュアル（Diagnostic and Statistical Manual of Mental Disorders, 

DSM）におけるうつ病（Major Depressive disorder）の診断基準（Criteria A）に基づいて作成さ

れたうつ病のスクリーニング尺度 PHQ-9（Patient Health Questionnaire-9）を思春期のこどもた

ち向けに改訂して作られた尺度である。過去 7 日間について、「気分が落ちこむ、ゆううつになる、

いらいらする、または絶望的な気持ちになる」など、9 項目の質問から構成される。各項目は、4 点

スケール（0：全くない、1：数日、2：半分以上、3：ほとんど毎日）で評価される。9 項目中 7 項

目以上に有効回答がなされたものを評価対象とし、回答項目の得点の平均値に 9 をかけた数値を総

合点とみなした。総合点の範囲は 0～27 点で、得点が高いほど抑うつ症状が重症であることを意味

する。総合点に従い、0～4 点は「症状なし（no or minimal depression）」、5～9 点は「軽度

（mild depression）」、10～14 点は「中等度（moderate depression）」、15～19 点は「やや重度

（moderately severe depression）」、20～27 点は「重度（severe depression）」と評価される。 

68.6%

19.0%

7.1%

3.0% 1.4% 1.0%

《小学生》

なし 軽度 中等度

やや重度 重度 無効回答

64.9%
19.8%

8.2%

4.0% 2.2% 0.8%

《中学生》

なし 軽度 中等度

やや重度 重度 無効回答
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「数日・半分以上・ほとんど毎日」あると回答した児童・生徒がもっとも多かったのは、小学生では

「気分が落ちこむ、ゆううつになる、いらいらする、または絶望的な気持ちになる（抑うつ・いらい

ら）」で、中学生では「疲れた感じがする、または気力がない（気力低下）」で、いずれも小中学生の

40%以上が該当した。「実際に、自分の体を傷つけた（自傷行為）」が「ほとんど毎日」あてはまる

のは、小学生の 2.2%、中学生の 2.4%であった。「半分以上」「数日」も含めると、直近一週間に自

傷行為をした児童・生徒の割合は、小学生では 17.7%、中学生では 13.9%であった。 

 

 《小学生》 

 《中学生》 

6.6 

2.1 

7.2 

4.1 

7.8 

7.9 

4.2 

1.7 

2.6 

2.2 

6.6 

3.4 

5.2 

3.7 
6.9 

6.3 

3.9 

2.0 

3.3 

2.6 

30.3 

15.8 

19.6 

13.7 

27.7 

19.4 

14.2 

9.7 

11.9 

12.8 

55.4 

77.4 

66.7 

77.3 

56.5 

65.1 

76.6 

85.3 

80.8 

80.6 

1.1 

1.2 

1.3 

1.2 

1.2 

1.3 

1.2 

1.3 

1.5 

1.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

抑うつ・いらいらなど

興味減退

睡眠障害

摂食障害

気力低下

マイナス思考

集中力低下

行動抑制・焦燥感

希死・自傷念慮

自傷行為

ほとんど毎日 半分以上 数日 まったくない 無回答

6.9 

2.7 

8.1 

4.1 

10.2 

9.4 

6.3 

1.9 

2.8 

2.4 

6.3 

4.9 

6.3 

4.9 
8.3 

7.0 

6.4 

2.4 

3.0 

2.1 

33.4 

17.3 

20.0 

14.8 

32.2 

21.1 

19.2 

8.9 

9.9 

9.4 

52.6 

74.1 

64.8 

75.3 

48.6 

61.5 

67.2 

86.0 

83.2 

84.9 

0.8 

0.9 

0.9 

0.8 

0.8 

1.0 

0.9 

0.8 

1.1 

1.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

抑うつ・いらいらなど

興味減退

睡眠障害

摂食障害

気力低下

マイナス思考

集中力低下

行動抑制・焦燥感

希死・自傷念慮

自傷行為

ほとんど毎日 半分以上 数日 まったくない 無回答
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6. 悩みや困りごと 

過去 7 日間について、家族との関係、友だちとの関係、勉強や成績、それぞれに関する悩みや困り

ごとにどのくらい頻繁に悩まされているかを尋ねた結果は以下の通り。 

小学生の 2.8%、中学生の 2.5%が、家族との関係について「ほとんど毎日」悩んだり困ったりし

ていると回答した。友だちとの関係について同様に回答したのは、小学生の 4.0%、中学生の

3.0%であった。勉強や成績は、悩みや困りごとを抱えている児童・生徒がもっとも多かった。 

 

 《小学生》 

《中学生》 

2.8 

4.0 

6.8 

1.8 

3.4 

5.1 

7.6 

13.2 

20.0 

86.4 

78.1 

66.8 

1.3 

1.4 

1.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

家族との関係

友だちとの関係

勉強や成績

ほとんど毎日 半分以上 数日 まったくない 無回答

2.5 

3.0 

11.8 

2.3 

3.2 

9.2 

8.8 

12.2 

30.0 

85.3 

80.6 

48.1 

1.1 

1.0 

1.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

家族との関係

友だちとの関係

勉強や成績

ほとんど毎日 半分以上 数日 まったくない 無回答
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7. 悩みや困りごとを話せる人 

悩みや困りごとについて話したり相談したりできる人の数についての回答結果は、以下の通り。 

悩みや困りごとを話せる人が「いない」と回答したのは、小学生の 10.1%、中学生の 9.2%であっ

た。また、「話や相談はしたくない」と回答したのは、小学生の 10.2%、中学生の 9.1%であった。 

 

  

10.1%

32.2%
45.8%

10.2%

1.7%
《小学生》

いない 1人か2人

3人以上 話や相談はしたくない

無回答

9.2%

35.1%45.6%

9.1%

1.0%
《中学生》

いない

1人か2人

3人以上

話や相談はしたくない
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第 III 章 主な項目同士の関連 

 

1. ヤングケアラー 

 

(1) ふだんの生活の様子 

非ヤングケアラー（家族の世話で該当するものなし）とヤングケアラー（1 つ以上該当）のそれ

ぞれについて、生活の様子に関する各項目が「たまにあった」または「よくあった」児童・生徒

の割合を示す。 

 

《小学生》 

《中学生》 

22.0 

23.5 

13.8 

40.7 

66.5 

2.6 

15.1 

28.6 

31.4 

18.8 

52.3 

73.8 

6.2 

18.6 

0 10 20 30 40 50 60 70 80

学校の欠席

学校の遅刻・早退

授業中の居眠り

宿題や課題の未完了

忘れもの

保健室登校

友だちとの時間が少ない

非ヤングケアラー ヤングケアラー

16.7 

19.2 

35.5 

38.9 

57.8 

1.2 

14.6 

26.5 

30.2 

42.2 

49.6 

62.6 

3.0 

18.5 

0 10 20 30 40 50 60 70 80

学校の欠席

学校の遅刻・早退

授業中の居眠り

宿題や課題の未完了

忘れもの

保健室登校

友だちとの時間が少ない

非ヤングケアラー ヤングケアラー
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(2) 抑うつ症状・自傷行為 

非ヤングケアラーとヤングケアラーについて、PHQ-A 尺度で中等度以上の抑うつ症状に該当し

た児童・生徒、および過去 7 日間に自傷行為をしたと回答した児童・生徒の割合を示す。 

 

《小学生》 

 

《中学生》 

 

小学生では、非ヤングケアラーのうち中等度以上のうつ症状を有する者は 10.9%であったのに

対し、ヤングケアラーでは 18.8%であった。過去 7 日間の自傷行為に該当する者は、非ヤング

ケアラーでは 16.8%であったのに対し、ヤングケアラーでは 27.3%であった。 

中学生では、非ヤングケアラーのうち中等度以上のうつ症状を有する者が 13.7%であったのに

対し、ヤングケアラーでは 21.8%であった。自傷行為に該当する者は、非ヤングケアラーでは

12.6%であったのに対し、ヤングケアラーでは 25.2%であった。 

  

10.9 

16.8 

18.8 

27.3 

0 5 10 15 20 25 30 35 40

中等度以上のうつ症状

過去7日間の自傷行為

非ヤングケアラー ヤングケアラー

13.7 

12.6 

21.8 

25.2 

0 5 10 15 20 25 30 35 40

中等度以上のうつ症状

過去7日間の自傷行為

非ヤングケアラー ヤングケアラー
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(3) 悩みや困りごとを話せる人 

非ヤングケアラーとヤングケアラーについて、悩みや困りごとを話せる人の回答結果を示す。 

 

《小学生》 

 

《中学生》 

 

  

46.4 

32.1 

9.9 

10.0 

40.2 

32.9 

12.4 

12.3 

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50

話せる人が3人以上

話せる人が1人か2人

話せる人はいない

話や相談はしたくない

非ヤングケアラー ヤングケアラー

46.1 

35.0 

8.9 

9.0 

41.2 

35.9 

12.0 

9.6 

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50

話せる人が3人以上

話せる人が1人か2人

話せる人はいない

話や相談はしたくない

非ヤングケアラー ヤングケアラー
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2. 抑うつ症状 

 

(1) ふだんの生活の様子 

抑うつ症状なし／軽度の児童・生徒と、中等度以上の抑うつ症状を有する児童・生徒について、

生活の様子に関する各項目が「たまにあった」または「よくあった」割合を示す。 

 

《小学生》 

《中学生》 

 

中等度以上の抑うつ症状を有する児童・生徒はそうではない児童・生徒と比較して、すべての項

目について該当者の割合が高くなっていた。 

21.0 

21.8 

12.1 

39.4 

66.2 

2.0 

12.6 

35.1 

42.5 

30.8 

60.3 

76.1 

9.6 

36.7 

0 10 20 30 40 50 60 70 80

学校の欠席

学校の遅刻・早退

授業中の居眠り

宿題や課題の未完了

忘れもの

保健室登校

友だちとの時間が少ない

抑うつ症状なし／軽度 抑うつ症状中等度以上

15.2 

17.5 

33.7 

36.4 

56.2 

0.8 

11.8 

32.6 

37.3 

50.9 

62.0 

71.2 

4.7 

33.8 

0 10 20 30 40 50 60 70 80

学校の欠席

学校の遅刻・早退

授業中の居眠り

宿題や課題の未完了

忘れもの

保健室登校

友だちとの時間が少ない

抑うつ症状なし／軽度 抑うつ症状中等度以上
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(2) 悩みや困りごとを話せる人 

抑うつ症状なし／軽度の児童・生徒と、中等度以上の抑うつ症状を有する児童・生徒について、

悩みや困りごとを話せる人の回答結果を示す。 

 

《小学生》 

 

《中学生》 

 

 

中等度以上の抑うつ症状を有する児童・生徒はそうではない児童・生徒と比較して、悩みや困り

ごとを話せる人が「3 人以上いる」者が少なく、また、「話せる人はいない」「話や相談をしたく

ない」者が多かった。 

 

  

48.7 

32.3 

9.0 

8.5 

25.2 

32.0 

17.7 

22.9 

0 10 20 30 40 50 60

話せる人が３人以上

話せる人が1人か2人

話せる人はいない

話や相談はしたくない

抑うつ症状なし／軽度 抑うつ症状中等度以上

49.6 

35.3 

7.3 

7.0 

23.1 

34.1 

19.9 

21.3 

0 10 20 30 40 50 60

話せる人が３人以上

話せる人が1人か2人

話せる人はいない

話や相談はしたくない

抑うつ症状なし／軽度 抑うつ症状中等度以上
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(3) 重度抑うつ症状、希死・自傷念慮、自傷行為の関連 

全回答者のうち、PHQ-A 尺度で重度の抑うつ症状と判定されたのは 283 名、PHQ-A の 9 項目

目「死んだ方がいい、または自分を何らかの方法で傷つけようと思ったことがある」が「ほとん

ど毎日」あてはまると回答したのは 413 名、「実際に、自分の体を傷つけたことがある（髪の毛

を抜く、自分をたたくなど）」が「ほとんど毎日」あてはまると回答したのは 355 名で、上記の

少なくとも 1 つ以上にあてはまる児童・生徒は 628 名であった。三条件の重なりの様子を下図

に示す。 

 

図 II-5-1 重度抑うつ症状、希死・自傷願望、自傷行為の関連 

（※円の重なり部分の面積は人数を正確には反映していない） 

 

 

 

希死・自傷念慮が「ほぼ毎日ある」と回答した児童・生徒の約半数は、実際に自傷行為について

も「ほぼ毎日ある」と回答していた。 
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